
 

平成 27年度 第３回 総合教育会議 

 

  平成 27 年９月 17 日（木） 

午後４時から５時 30 分まで 

県庁別館８階第１会議室Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ 

 

次  第 

１ 開会 

（１）知事挨拶 

（２）教育長挨拶 

（３）実践委員会委員長挨拶 

 

２ 議事 

（１）社会総がかりの教育に向けた地域の人材の活用（人材バンク） 

（２）その他 

 

３ 閉会 

 

 

 

 

 

 

＜配布資料＞ 

 資 料 １ 社会総がかりの教育に向けた地域の人材の活用 提案１「ふじのくに 

      『有徳の人』育成バンク（仮称）」 

 資 料 ２ 社会総がかりの教育に向けた地域の人材の活用 提案２「地域で部活 

      動を支援するスポーツクラブ」 

 資 料 ３ 県教育振興基本計画「有徳の人」づくりアクションプラン第２期計画 

      における「地域の人材の活用」等に関連する施策とその位置付け 

 資 料 ４ 小中学校での防災教育の重要性とその対策の提案（県防災会議より） 
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市・プロスポーツクラブ・大学等と連携して、地域で青少年を支援する
「地域のスポーツクラブ」を立ち上げる。
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少子化に対応

提案２ 「地域で部活動を支援するスポーツクラブ」

２ イメージ図

１ 提案内容

Ｂ校、Ｃ校のような環境（指導者、部活動）が整っていない学校で、
やる気のある生徒にスポーツをする場を提供する仕組みを設ける。

資料２

※種目はイメージ

４ 制度化に向けた課題
・市町や関係団体、プロスポーツクラブや大学等との連携
・指導者や練習場所（施設）の確保
・事故等があった際の対応
・設立や運営に係る県、市、関係団体等における費用の負担

社会総がかりの教育に向けた地域の人材の活用

３ 制度化に向けた取組
・モデルケースとして、プロスポーツクラブや大学等を地域に抱え、スポーツを
核とした街づくりを推進する磐田市でスタートする。
・その後、磐田市における成果等を踏まえ、他市町にも拡大する。
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県教育振興基本計画「有徳の人」づくりアクションプラン第２期計画に

おける「地域の人材の活用」等に関連する施策とその位置付け 

 

○基本計画から主なものを抜粋 

 

資料３ 

第２章 ライフステージの円滑な接続による人づくりの推進 

 ２ 青少年期の教育の充実 

  （１）徳のある人間性の育成 

    エ 児童生徒の社会性を育み感性を磨くために、特別活動や外部指導者

     派遣等によるスポーツ活動・文化活動等の部活動の充実とその成果の

     検証を進めます。 

     ・「スポーツエキスパート」の派遣 

     ・「文化の匠」の派遣 

  （３）「確かな学力」の育成 

    オ 地域やＮＰＯ、企業等の外部人材を授業等で活用することを促進す

     るとともに、コーディネート機能の充実や、芸術家やスポーツ指導者

     等の人材把握・確保に努めます。 

     ・学校支援地域本部設置の促進 

     ・学びの「宝箱」への人材情報登録・活用促進     

  （５）魅力ある学校づくり 

    ウ 学校の抱える様々な課題に対応できるよう、地域やＮＰＯ、企業等

     の外部人材の活用を進め、きめ細かな指導の充実に努めます。 

     ・学校支援地域本部設置の促進（再掲） 

     ・学びの「宝箱」への人材情報登録・活用促進（再掲） 

  

第３章 社会総がかりで取り組む人づくりの推進 

 １ 連携・協働による学校教育の充実 

（１）学校と家庭・地域との連携・協働の充実 

  ウ 地域の教育資源である退職教員、芸術家、スポーツ指導者等の人材

   情報をデータベース化し、市町や学校への積極的な広報を通じ、学校

   教育、社会教育の場における活用を推進します。 

   ・学びの「宝箱」への人材情報登録・活用促進（再掲） 

 

第４章 生きがいや潤いをもたらす文化・スポーツの振興 

 ２ スポーツに親しむ環境づくりの推進 

  （２）スポーツを支える環境づくり 

    ア 市町と連携し、地域の人たちが主体的に運営する地域スポーツクラ

     ブをスポーツの拠点として活動の充実を促し、スポーツを核とした地

     域の活性化や交流の促進に努めます。  

     ・市町における地域スポーツ拠点の活動の充実 

     ・地域スポーツクラブ交流会の実施 
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小中学校での防災教育の重要性とその対策の提案（県防災会議より） 

 

  本年６月の県防災会議において、静岡大学防災総合センターの増田

俊明センター長から小中学校での防災教育の重要性とその対策につい

て、以下のような提案があった。 

 

 ＜提案の趣旨＞ 

  小中学校での防災教育が重要であるが、一方で小中学校の先生たち

は非常に忙しく余裕がない。そこで、防災に強い先生を作るためのシ

ステムとして１～３の案を提案する。 

 

提案１ 
 教員採用試験時に「防災をしっかり勉強した者を優

先的に採用する」というような防災への強いメッセー

ジを発信する。 

提案２ 
 現職教員は忙しく、自分の仕事と防災の勉強を両立

することは難しいため、半年～１年大学に戻って防災

について勉強し、現場に戻るシステムを構築する。 

提案３ 
定年退職後の元教員が、もう一度防災の勉強をした

後で教育現場に戻れるようなシステムを構築する。 

 

資料４ 
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